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デジタル空間における情報流通の健全性や、広告収入を基盤とし
たビジネスモデルについて問題意識を持ち、検討を進める本検討
会に敬意を表します。

過日プレゼンを行ったＮＨＫや日本新聞協会と同様、民間放送は
正確な情報発信を通じて、情報空間の健全性を維持するための役
割を果たしています。

本日は特に、「広告のエコシステム」と「ビジネス」の側面に重点を
置いて、民間放送の考えを述べます。

はじめに



2Ⅰ．民放から見たデジタル空間の情報流通に関する課題

１．インターネット広告には多くの課題

 広告関係団体の皆様が本検討会で指摘しているとおり、インターネット広告には、アドフラ
ウド、ビューアビリティ、ブランドセーフティなど多くの課題がある。

 最近では、ＳＮＳ上で著名人や有名企業の名前や写真を無断で利用した投資詐欺広告が
増え、被害者が出ている

【山口有希子氏（日本アドバタイザーズ協会デジタルメディア委員会委員長）】

● プラットフォーマーの審査が甘いと、不健全な広告やメディアが増えていく

● 被害者は、きちんとした広告を出して正しく消費者とつながりたいと思っている広告主、そ
して、人とお金をかけて正しい情報をつくっているクオリティの高いメディアの方々

● クオリティの高いメディアが正しいニュースやコンテンツを作ろうとしたときに、そこに対
してのマネタイズができなくなってしまう

「第12回デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」（2024年３月15日）

【日本インタラクティブ協会】

● デジタル広告の取引では効率化が進む一方で品質の確保が課題となっている。

● 課題は大きく２つ。１つはアドフラウド対策…もう１つはブランドセーフティの確保

「第13回デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」（2024年３月19日）
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 数多くのテレビ番組・ラジオ番組が違法にアップロードされている

 在京キー局が、昨年１年間に削除要請しただけで、約391,000件の違法アップロード

 違法アップロードされた番組に含まれる権利は、出演者、原作者、脚本家、作詞家、作曲
家、レコード会社、制作者など多数

Ⅰ．民放から見たデジタル空間の情報流通に関する課題

２．コンテンツの違法アップロードについて

「YouTube上で、現在放送中のテレビ番組が違法にミラーリング配信され、
公式の放送のすぐ下に表示されているような事例があり、TVerでの同時配信
の取組を台無しにするような事態」が起きている（中島博之弁護士）

「文化庁文化審議会著作権分科会政策小委員会」（2024年２月６日）
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２．コンテンツの違法アップロードについて

●2023年（度）の違法動画の削除要請状況

期 間 件 数 備 考

① 各社での削除要請 2023年1～12月 約391,000件

• 在京テレビ５社による削除要請の合計数
• 件数は、主なSNSや動画サイト（例：YouTube、bilibili、

TikTok、Facebook,Instagramほか）が対象
• その他、各社ごとのルールに応じて、件数に含まれてい

ない削除要請も行っている

②

放送サービス高度化推
進協会（A-PAB）の事業
による削除要請（削除
要請システム）

2023年４月～2024年３月 約39,060件

• NHK・在京テレビ５社と、その他地上民放約70社の削除要
請の合計数

• 主なSNSや動画サイト（例：TikTok、bilibili、X（旧
Twitter）、YouTubeなど）が対象

• 対象サイト内のクローリングにより検知された違法動画
および各社が自ら発見した違法動画の削除要請を行って
いる

③

放送サービス高度化推
進協会（A-PAB）の事業
による削除要請（通報
窓口）

2023年４月～2024年３月 約53,000件
• 同協会が設置している違法動画の通報窓口へ寄せられた

情報をもとに削除要請を行っている

※このほかにも、コンテンツ海外流通促進機構（CODA）の枠組みでの削除要請など、上表の件数に含まれていない削除要請
も行っている

※自動検知や通報をもとにした削除要請については、違法動画であるかどうかの判断を原則として放送局が行っている
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 違法アップロードコンテンツに大手広告主の広告が表示されることが多々ある

 その広告費は、違法にアップロードした人とそのプラットフォームを運営する事業者の手に
渡っており、制作者や権利者には還元されない

 不正・不法なふるまいにより、日本のコンテンツ制作のエコシステムが大きく毀損されてい
る状況

Ⅰ．民放から見たデジタル空間の情報流通に関する課題

違法アップロードコンテンツに大手広告主の広告が表示されている事例

構成員限り
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 改ざんは、権利者の権利を侵害する違法行為であり、番組や番組出演者、アナウンサー
を騙った動画や広告、ディープフェイクは、放送局や関係者に対する信頼を毀損する行為

 投資詐欺広告やディープフェイクに民放のコンテンツが改ざんされ使われている

Ⅰ．民放から見たデジタル空間の情報流通に関する課題

３．民放コンテンツの改ざんについて

「日テレNEWS24」を騙る岸田首相の演説映像

日本テレビの「news every.」やＢＳ日本の「深層NEWS」の映像を
悪用した投資詐欺広告
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テレビ朝日の「徹子の部屋」の番組名と出演者名
を騙った投資詐欺広告

ＴＢＳの「news23」が放送した、小川 彩佳キャスターとソフト

バンクグループの孫正義社長の対談を加工して一部を切り
取り捏造し、投資詐欺の記事

テレビ東京の水原アナウンサーの写真を悪用し、米テスラの
イーロン・マスク氏が投資勧誘しているように見せるニュース
仕立てのディープフェイク

フジテレビの「ホンマでっ
か!?TV」の番組名と出演者を
騙った投資詐欺広告
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 こうした違法行為によって重大な被害を受けるのは、日々インターネットを使用するユー
ザーです。

 明らかな違法行為を含む、多く課題を抱えているインターネット広告費に圧迫されるかた
ちで、テレビ・ラジオ局の収入が減少し、民間放送が公共的使命を果たす経済的基盤が
脅かされている面があります。

 まさに、悪貨が良貨を駆逐する状況とも言えます。
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 「放送」を通じて信頼できる情報や健全な娯楽を供給

 近年はデジタル空間にも放送由来のコンテンツを供給。自社サイトやアプリだけでなく、系
列でまとめたり、外部プラットフォームにも提供

 能登半島地震では被災地の正確な情報を社会に届けるために、より多くの人々が日常的
に目にする場所（ＴＶｅｒ）で発信

Ⅱ．デジタル空間での民放の取り組み

１．デジタル空間でも確かな報道・健全な娯楽を提供



10Ⅱ．デジタル空間での民放の取り組み

ニュース専用アプリの提供も

動画共有サイト、SNSの公式チャンネルでもニュースを提供



11Ⅱ．デジタル空間での民放の取り組み

ローカルテレビ局でも約半数が独自アプリで地
域ニュースや情報を発信する取り組み

能登地震半島地震の際には、 TVerにおいて５つの系列全てで、
緊急報道特番をリアルタイム配信（画面は日本テレビの例）
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 ＴＶｅｒの場で放送局は、放送と同じようにすべての企業の業態考査とすべての素材を考査

 ＴＶｅｒは広告審査を通過したものしか流れない点に、広告主の皆様から評価をいただいて
いる

Ⅱ．デジタル空間での民放の取り組み

２．ＴＶｅｒでは放送における基準を指針として広告審査

• 視聴者（消費者）保護のために各社は番組基準や内規・ガイドラインを定
め、広告主の業態審査と個別の広告表現について考査。

• 絵コンテや素材を一本ずつプレビューし、虚偽や誇大、優良誤認、法令違
反、不適切な表現等がないかチェックし、必要に応じて広告会社を介し改
稿要請。

• 視聴者保護、青少年保護の観点から、民間放送は各業界の自主基準を尊
重し対応。

【民放連放送基準】
第１３章 広告の責任
（８９）広告は、真実を伝え、視聴者に利益をもたらすものでなければならない。
（９０）広告は、関係法令などに反するものであってはならない。
（９１）広告は、健全な社会生活や良い習慣を害するものであってはならない。



13Ⅲ．プラットフォーム事業者への要望

【宍戸常寿座長】

「言論ないし意見情報の市場と、現在のデジタル空間における経済的なエ
コシステム、インセンティブをそれぞれ事業者、プレーヤーが持っている構
造の掛け合わせの中で、様々な問題が起きてきている。そこをどう正のスパ
イラルの方向に持っていくか」

「第１７回デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」（2024年４月15日）



14Ⅲ．プラットフォーム事業者への要望

１．違法アップロードの削除や抑制

 違法アップロードや放送コンテンツの改ざんについて、プラットフォーム事業者に真摯な対
応を求める

 違法・悪質動画の検出や指摘に、現状ですでに時間的にも労力的にも大きなコストがか
かっている

 より効果的、効率的に削除できる環境整備が必要

 違法アップロードを未然に防ぐ措置も必要。ユーザーが違法なアップロードを行わないよう
な積極的なキャンペーンの展開も一案

＜違法・悪質サイトの検出・指摘にコストがかかっている実例＞

番組の画像を無許可で使用し、投資詐欺に陥れるような偽記事サイトを発見。調査したところ、当該サイト
はフランスのサーバ上に蔵置され、米国のＣＤＮを通じて配信されていたことが判明した。

当該ＣＤＮを通じて対象のサーバ運営会社に削除を要請したが、対応がなされなかった。



15Ⅲ．プラットフォーム事業者への要望

２．透明性の確保

 情報流通を担う責任ある立場として、プラットフォーム事業者の透明性の確保に一層の取
り組みを期待

（例えば…）

 権利侵害コンテンツ、偽・誤情報（にせ・ごじょうほう）やディープフェイクがどの程度あるか
についての情報を開示してほしい。全数を把握することは不可能でも、サンプリングの調
査の結果であれば、可能ではないか

 コンテンツモデレーションやレコメンドシステムのアルゴリズムの公開を進めるべきではな
いか

 偽・誤情報（にせ・ごじょうほう）の掲載や拡散を未然に防ぐ措置や、掲載されたら速やか
に削除し、その措置を公開するべきではないか

 ユーザーの判断の一助となるように、ＯＰ（オリジネーター・プロファイル）やＣ２ＰＡなどの
来歴情報提示技術への積極的な対応も一案



16Ⅲ．プラットフォーム事業者への要望

３．広告に関する基準の公表

【日本アドバタイザーズ協会「社会問題化するデジタルメディア上の詐欺広告に対
する緊急提言」（2024年5月17日）】

■プラットフォーマー
アドバタイザーが安心して広告を掲出するために、自社サイトのコンテン

ツや取り扱う広告、および広告掲載先のメディアの品質管理に責任を果たす
べきである。

 広告取引に関するプラットフォームとしては、そこから直接の収益をあげている以上、より
重い責任を負っている

 広告産業や広告行為に対する信頼感やイメージを毀損しないように、広告に関する審査
やモデレーションの基準の整備・公表を求める
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 民間放送は表現の自由と民主主義を守るために、自主自律でさまざまな取り組みを行い、

コストをかけ、経験を積んできました。取材・報道や広告審査は、テクノロジーを利用しつ

つも、基本的には人（社員やスタッフ）の目や手を使って行っています。

 法的に義務付けられた番組基準、番組審議会という仕組み、放送界全体で自主的に設

置したＢＰＯなど、視聴者からのフィードバックを踏まえて、番組を向上させていく体制を

整えています。そのほか民放局は、出前授業の実施などを通じ、ネット空間を含めた青

少年のメディアリテラシーの向上に寄与する活動も積極的に展開しています。

Ⅳ．おわりに
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民間放送の自主・自律の仕組み

民放連作成

（第三者機関）

放送倫理基本綱領

番組審議機関
（番組審議会）

放送番組の編集の基準
（番組基準）

内規・ガイドライン

各放送事業者 ＢＰＯ

視聴者・リスナー

放送倫理検証委員会

放送人権委員会

青少年委員会

放送法
民放連「放送基準」

Ⅳ．おわりに
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2012年度から民放連会員社のメディアリテラシー活動を対象に助成を実施。

▼2024年度助成対象事業
• テレビが発信する情報への「考慮」と「判断」を学ぶ～考査とニュースの現場から

（テレビユー福島）

• Daiichi－TV メディアリテラシー シンポジウム「災害情報のウソ・ホント メディ
ア情報を読み解く」（仮）（静岡第一テレビ）

• 新型コロナウイルス拡大初期から学ぶ「情報リテラシー」（北陸朝日放送）

• 初体験！？インターネット『のない世界』・『だけの世界』～知ろう！変わる伝え方、
伝わり方～（中京テレビ放送）

• 優しいテレビを考える～外国人の目線に立ったメディア～（山口放送）

• 「ふるさとＣＭ」制作を通してのメディアリテラシー教育（学校教育連携）（熊本朝
日放送）

▼2023年度以前の助成事業の一覧は、民放連ウェブサイト（https://j-
ba.or.jp/category/broadcasting/jba101049 ）に掲載。

民放連の助成事業は民放全体のメディアリテラシー活動のごく一部。在京
キー局などは独自に、学校を対象にした出前授業などを実施している。

民放連のメディアリテラシー活動助成事業

Ⅳ．おわりに

https://j-ba.or.jp/category/broadcasting/jba101049
https://j-ba.or.jp/category/broadcasting/jba101049
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 表現や内容の規制については、原則として慎重であるべきとの立場です。ただし、明らか

に違法な事例に対しては、国や行政機関が適切に対応措置をとることを望みます。

 表現の自由を侵さない前提で、プラットフォーム事業者に一定のルールの策定と履行を

求める制度が必要です。今国会で成立した情報流通プラットフォーム対処法は、誹謗中

傷に関しプラットフォーム事業者などに「対応の迅速化」と「運用状況の透明化」を罰則付

きで義務づけており、インターネット上の権利侵害や偽情報を考えるうえでも、参考にな

る法改正と考えます。

 民間放送は健全な言論空間と民主主義の維持・保全に貢献するために、必要に応じて、

プラットフォーム事業者、広告主、視聴者・リスナーのみなさま、国や行政機関と対話を重

ねてまいります。

Ⅳ．おわりに
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